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業界・市場動向 
 

■2006年６月のＬＰガス需給動向 

日本ＬＰガス協会が発表した６月のＬＰガス需給実績によると、主力の一般用需要は前

年同月比8.5％減の126万5,000トンとなった。全国平均気温が昨年比マイナス1.3℃と低

気温で、家庭業務用需要は堅調だったが、夏場の季節対応やサウジＣＰレベル動向から

流通事業者の前月手当て増の仮需反動減なども絡んで減少した。品種別では、プロパ

ンが同2.3％減の88万3,000トンにとどまったが、ブタンは同20.3％減の38万2,000トンと大

幅に減少した。大口ユーザーの計画需要をベースとする特殊用向け輸入船直納分を含

めた全体需要は、同10.9％減の128万1,000トンだった。 

供給面では、石油精製の国内生産分は同11.5％減の31万4千トン、石油化学は同

30.8％減の1万8,000トン、輸入分は同12.9％減の103万3千トンとなり、供給量合計では、

同12.9％減の136万5,000トンと大幅に減少した。６月末の全国流通在庫は237万3,000トン

とほぼ平年ベースとなった。（需給表–資料編（資料1）参照） 

 

■北陸でGラインが相次いで発足 

2005年９月の富山に引き続き、北陸で２件のＧラインが発足した。１件目は７月１日に

設立した「石川県ガス体エネルギー普及促進協議会」（通称・Ｇライン石川）である。石川

県ＬＰガス協会、金沢市企業局、小松ガス、日本簡易ガス協会北陸支部の４社が設立し

たもので、加盟社は420社、総顧客数は約45万4千件となる。公営の都市ガス事業者がＧ

ラインに参加するのは全国でも初めて。石川県内のガス事業者が業種を越えて連携・協

力し、消費者に”ガスのよさ”をＰＲする活動を通じて、ガス体エネルギーの普及促進を図

っていく予定である。また、ホームページを開設し、キャンペーン情報やバーチャルショー

ルームを掲載する。(http://www.g-line.ne.jp/)。 

２件目は福井県ＬＰガス協会福井市地区各支部と福井市営ガスが７月12日に設立した

「福井市Ｇライン協議会」である。福井県下全域でＧライン組織を立ち上げるための正式

な準備組織として活動していく。協議会では、11月に「ガスフェスティバルＦＵＫＵＩ2006」を

開催し、ガスの普及ＰＲに取り組んでいく。 
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■ＬＰガス協会、自治体向け提案用資料を作成 

日本ＬＰガス協会は、国や地方自治体向けにＬＰガスをＰＲする資料を作成した。「平時

から地震災害に強いＬＰガスの確保を」と題した資料で、過去の地震時の事例やアンケ

ート調査結果などを用いて、ＬＰガスの活用法等を防災担当者向けに提案している。 

過去の事例から、地震が起きた時にはいち早く復旧し、二次災害にも強いＬＰガスの

特性を強調している。大地震時には、災害発生直後48時間の対応が重要と言われてい

るが、ＬＰガスバルク供給であれば、残量が半分でも500kg型で３日、985kg型で７日間、

ガス発電機１台、ガスストーブ２台を終日稼動させ、ガス炊飯器で100人分のご飯をまか

ない、さらにガスコンロ２台と給湯器１台を１日各３時間使えるとしている。 

資料では、2006年度には日常的に使用可能なＬＰガスバルク供給によるＬＰガス供給

設備等を都市部への導入を促進するために、災害時・供給設備等導入補助事業（予算

は１億円）が進められていることも付け加えている。 

都市ガスエリアの自治体では、学校給食施設などでＬＰガス設備が設置されている例

をあげている。学校など避難拠点となる場所には、都市ガス設備との二重投資等のロス

が生じることから、ＬＰガス設備を非常時用とするのではなく、常設することを提案してい

る。 

資料は次のＵＲＬから入手できる。http://www.j-lpgas.gr.jp/data/05/index.html

 

■2005年度ＬＰガス販売業、問題点は「電力との競合」「無償配管」 

日本ＬＰガス連合会は「2005年度ＬＰガス販売業経営実態調査」をまとめた。調査対象

事業者は任意に抽出した１0,000事業者で回収率は50.7％。 

調査によると、2005年度小売販売数量の全事業者平均は、は510.2トンで2004年度よ

り13.2％減少している。販売規模別では、50トン未満が26.7％と最も多く、100トン未満の

事業者が全体の半数近くの46.6％を占める。１事業者当たりのＬＰガス部門の平均営業

損益は小売事業者が8.3％で2004年度に比べると2.6ポイント高く、卸売事業者は4.6％で

同0.7ポイント低かった。 

業界の将来の問題点に関しては、「電力との競合」「無償配管」「都市ガスとの競合」な

どが上位を占め、特に「電力との競合」は、2004年度に比べて3.2ポイントも上昇しており、

電力との競争の厳しさがうかがえる。自社の問題点では、「電力との競合」「一戸当たり

の消費量の拡大」「新規消費者の獲得」となっている。今後の対策に関しては、「電力と

の競合」が最も多く、次いで「一戸当たりの消費量の拡大」「新規消費者の獲得」と続いて

いる。 

 

 

 

 

ＮＩＰＧ ＬＰガスレポート NO.242 2

http://www.j-lpgas.gr.jp/data/05/index.html


【ＬＰガスの将来展望について】 

業界の問題点 自社の問題点 

電力との競合 80.8％ 電力との競合 62.1％ 

無償配管の存廃 57.3％ 1戸当たりの消費量の拡大 46.2％ 

都市ガスとの競合 42.2％ 新規消費者の獲得 43.6％ 

同業者との競合 35.6％ 同業者との競合 39.7％ 

ＬＰガス価格の透明化 32.3％ 器具販売による利益拡大 32.9％ 

ＬＰガス価格の低廉化 32.3％   

無断撤去 31.8％   

 

■2006年度補助事業の進捗状況 

日本ＬＰガス団体協議会が国から補助を受け６月から実施している2006年度高効率厨

房機器普及促進補助事業（ガラストップ）の進捗状況が公表された。申請総額は予算額

３億円を大幅に上回る５億5,795億円で、予算超過分は審査基準に基づき減額調整され

る。申請台数は28,971台、申請件数は123件と、2005年度に比べ申請総額も申請台数も

大幅に増加した。また、高級機種の申請台数が増えたのも特徴だ。 

ＬＰガス振興センターが４月から実施している高効率給湯器導入支援事業の進捗状況

は、７月21日時点で、潜熱回収型給湯器（エコジョーズ）が予算比49％、ガスエンジン給

湯器（エコウィル）が予算比41％に達している。 

 

■「賃貸住宅の空室とＬＰガス事業者の収益に関する調査」まとまる 

資源エネルギー庁の「2005年度LPガス販売事業者の構造改善調査」の「集合（賃貸）

住宅の空室状況の実態調査とＬＰガス販売事業者への収益影響度調査」がまとまった。

賃貸集合住宅の空室がＬＰガス事業者の投資採算性を悪化させ、経営にも大きな影響を

及ぼしているとされていることから、賃貸集合住宅のオーナー等に対してエネルギーや

機器に対する要望や不満点、空室の実態についてヒアリング調査やアンケート調査を行

い、その発生要因などを調べた。 

オーナーに対するヒアリング調査では、賃貸集合住宅のオーナー等の最大の関心事

は、入居率の向上と維持であることがわかった。そのため、経営効率への意識が強く、

それが機器の無償貸与依頼や設備の簡素化につながっていると分析している。また、オ

ーナー等とＬＰ事業者との接点は少なく、オーナー等のＬＰガスに対する評価やイメージ

も低かった。 

ＬＰガス販売事業者へのアンケート調査では、オーナーや入居者に対して日頃の営業

等の接点や機器などの提案が不足しており、ガス機器の無償貸与依頼にも安易に応え

る傾向が見られた。 

ＬＰガス販売事業者へのヒアリング調査では、賃貸集合住宅開拓に成功しているＬＰガ
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ス販売事業者はオーナー等に様々な提案活動を行い、空室解消等の問題解決を行うこ

とで物件の獲得や有償でのガス機器設置等に成功していることがわかった。このような

事業者はオーナー情報の整理や社内営業体制の整備を徹底していた。 

報告書では、賃貸集合住宅に対する採算性を向上させることがＬＰガス事業者への大

きな支援策になると提言している。 

調査の概要は下記のＵＲＬから入手できる。 

http://www.lpgc.or.jp/corporate/ene/kaizen17.html
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行政・規制緩和動向 
 

■瞬間湯沸器ＣＯ中毒事故に関する経産省の取り組み 

経済産業省は、７月14日、ガス瞬間湯沸器によるＣＯ中毒事故問題で、パロマ工業に

対して事故が発生した４機種および類似の３機種の計７機種について点検を行うことを

指示した。また都市ガス事業者及びＬＰガス事業者に対しても同様の指示を行い、消費

者に対しては、７機種の点検が終了するまで、排気ファンが確実に作動していることを確

認して使用するよう注意喚起した。 

15日、二階経済産業大臣は早急な点検・改修の実施、徹底的な原因の究明と再発防

止策の検討、ガス保安・安全体制の見直し・改善を経済産業省に指示した。これを受け

同省は、原子力安全・保安院長を委員長とする瞬間湯沸器事故連絡会議を設置し、16、

17日には点検・改修の進捗状況と対応策を検討した。また、日本ガス協会、日本ＬＰガス

連合会など関係団体を招集して該当機種の総点検を要請した。経済産業省は、当事故

に関する徹底的な原因の究明と再発防止策を検討、およびガス保安・安全体制の見直

し・改善を行っていく。 

さらに、大臣官房長を委員長とする局長級の委員会「製品安全対策に係る総点検委

員会」を設置し、７月18日に第１回会議を開催した。パロマ製ガス瞬間湯沸器だけでなく、

電気式浴室乾燥暖房機や石油ファンヒーターなど製品の不良等が原因の事故が相次い

で発生したのを受け、製品及び製品に関する安全対策業務執行の適正化を検討する。 

 

■経産省、エネルギー情報提供努力義務を課す 

経済産業省は、７月25日から省エネ法に基づき、ＬＰガス、都市ガス、電力などエネル

ギー供給事業者に対し、一般消費者へ省エネ情報を提供するよう努力義務を課す。一

般消費者へ提供する内容は、前年同月のガス使用量、過去１年間の月別エネルギー使

用量・使用料金、省エネになるガス器具利用方法、高効率ガス器具の情報、高効率ガス

器具の助成制度、契約または居住形態別のエネルギー使用量の目安など。また、都市

ガスや電力会社で100万件以上の顧客がある企業には、情報提供の実施状況を毎年公

表するように求める。 
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■国内排出権取引制度、第２期参加者決定 

環境省は、自主参加型国内排出量取引制度の第２期目標保有参加者23社を決定した。

参加企業は、一定量のＣＯ２排出削減を約束し同制度に自主的に参加して、ＣＯ２削減に

取り組む。23社が約束したＣＯ２排出削減量合計は４万6,010トンで、23社の基準年度排

出量（2003年度～2005年度の平均排出量）の17％に当たる。 

同制度は、①一定のＣＯ２排出削減を約束する代わりに、排出抑制設備の整備に対す

る補助金と排出枠の交付を受ける目標保有参加者型と、②取引の媒介、排出枠の一時

保有等を通じ、環境省自主参加型国内排出量取引登録簿システムに口座を設けて取引

を行う取引参加者型の２通りがある。目標保有参加者型は目標を達成できない場合、補

助金を返還しなければいけない可能性もある。また、取引参加者型には、補助金及び排

出枠は交付されない。23社は2006年度中に設備の整備を終え、2007年度から排出削減

に取り組む。 

 

■近畿経産局、近畿地域のエネルギー消費構造に関する調査を公表 

近畿経済産業局は、「近畿地域のエネルギー消費構造の変化に関する調査」を公表し

た。電力・ガスの自由化や規制緩和の進展などによりエネルギー市場の環境変化は本

格化しているが、近畿地域のエネルギー需給構造の変化は全国レベルのトレンドでは捉

えきれない側面があることから、近畿地方の経済の構造変化を背景に調査を行った。 

同調査は、「石油等消費動態統計」データを分析し、エネルギー消費の構造変化とそ

の要因を探り、さらにアンケート調査とヒアリング調査で近畿地域のエネルギー対策と地

球温暖化対策のあり方を検討するための基礎データを収集した。 

初めに「石油等消費動態統計」による近畿地域の業種別データ集計をベースに、業種

別、燃料種別エネルギー消費構成の分析や、生産量データ等を突き合わせた原単位分

析を行った。その結果、景気の低迷や大規模事業所の閉鎖などから近畿地域のエネル

ギー消費量は近年減少傾向にあり、業種別シェアでは全国に比べ鉄鋼業が特に高かっ

た。主要業種では、化学繊維のシェアが増大し、機械工業で都市ガス燃料の自家発電

が進展、全般的に全国より都市ガス燃料の比率が高く、石油製品からの転換が積極的

に行われたことがうかがえた。 

エネルギー多消費事業者に対するヒアリング調査では、電力・ガスの自由化により、

ユーザーに有利になったと回答する事業者が多い一方で、自家発電保有者など買電量

が多くない事業者では直接的なメリットを受けにくいとの指摘があった。自由化による系

統電力価格の低減により、導入当初のコージェネ価格競争力が低下し、割高になってい

るという事例や、長期契約でリスク回避しようとした事業者が、逆に自由化制度を利用し

た乗り換えができないという状況も発生していた。また、社内向けの省エネ診断業務で培

ったリソースを活用し、社外向けのESCO事業を展開するなど省エネ技術をビジネスとし

て活用する事例もあった。 
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省エネルギーに関する中小企業へのアンケート調査では、ハード投資の伴わない、主

に運転管理等のソフト的な省エネ対策へは高い関心が示されたが、外部専門機関によ

る省エネ診断については多くの企業が関心がないと回答した。また、関心のある企業も

費用許容範囲は10万円未満が９割を占めた。 

報告書は下記のＵＲＬから入手できる。 

http://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/ene_shohikozo_tyosa/ene_shohikozo_tyosa.html
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海外動向 
 
 

《８月ＣＰ、７月に引き続きプロパン、ブタンともに大幅アップ》 

サウジアラビア８月積ＣＰは、プロパン５４７ドル（前月比４５ドルアップ）、ブタン５４７ドル（前月比

４５ドルアップ）に設定された。アラビアンライト原油価格は前月比３．９９６ﾄﾞﾙ高の６９．８９ドルとな

った。原油は米国でのガソリン需要の伸び、ハリケーンの懸念、ファンドの資金の再流入等の要因

により再び騰勢を強め、7月月初よりWTIで73ドル～74ドルをつけ、一時78ドルを超え過去最高値を

更新した。LPGに関しては前月同様アジアでの不需要期を迎え需要自身は落ち込んでいるものの、

元売各社の低在庫政策もあり、輸入カーゴが到着時に溢れるといった状況ではない。かつ昨年冬

場の超低在庫の教訓から、安ければSPOT調達しようとする動きがあり、底堅い展開となっている。

FOBに関してはサウジを中心に売り物が薄く、８月積みに関しては、7月後半にアラムコ社がSPOT

販売した1カーゴがUSD540/MTを超えて決まった事、先物価格（8月もの）がUSD550/MTレベルで推

移したことから結果的にCPは547ドルを付けた。一方北海積み価格は、プロパン５２７．５（同２０ドル

ダウン）、ブタン５３０（同８ドルダウン）アルジェリア積み価格は、プロパン５２５ドル（同１３ドルダウ

ン）、ブタン５３０ドル（同１０ドルアップ）に設定された。結果、欧州安・アジア高という格好になり、中

東から欧州向けにカーゴが流れにくくなっている。但しアラビアンライト原油とのCP熱量換算比では

プロパンでブタンで概ね９５％台で前月に比べ約３ポイント程度の上昇で推移しており、日本の一部

石油化学会社は引続き原料であるナフサ代替としてブタンを一部調達。未だ相対的にＬＰＧが他石

油製品及び原油に対し割安感があり、荷あまり感は無い。 

 

《今後の原油・ＬＰガス相場と９月ＣＰの展開》 

今後原油相場は夏場のガソリン需要に向けた在庫の積み増しが一服し、ガソリン主導での相場

引き上げには限界がみえてきているが、米国東部地域での猛暑による天然ガスの需要増、ハリケ

ーンの懸念、レバノンでの紛争による地政学的リスクの上昇等から堅調に推移すると思われる。ま

たファンドが自分の資金のポジションをどのように動かすかで市場は大きくぶれる可能性が高い。

WTIは一端７８ドルで頭を打ってはいるものの、もう一度８０ドルを試す展開も考えられる。ＬＰＧにつ

いては熱量換算比で９０％台が続けば、一部石油化学がナフサ代替としてブタンを原料にする状況

に変わりはなく、前述の通り日本・韓国の元売の冬場に向けた調達や、インド・中国の潜在需要が

顕在化する可能性がある事から、一方的にアジアの市況が暴落する事もないと思われ、原油相場

に大きな下げ局面が訪れない限りLPGも堅調に推移する事も予想され９月のCPはさらにもう一段の

上昇もありえる展開となりそうである。 

 ＬＰＧ公式ＦＯＢ価格推移(サウジアラビア)
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《 石炭ガス化複合発電 ( IGCC ) 》 
 

石炭は、世界中に分布しており、他のエネルギー資源に比べて圧倒的に埋蔵量が

多く、可採年数は２００年を超えると推定されています。また、石炭は他の燃料と比較

して安価です。資源に乏しい日本で、この石炭を有効利用することは必要不可欠で

す。 

このように石炭利用は資源的にも経済的にもメリットがあるのですが、他の化石燃

料に比べて燃焼により発生する二酸化炭素（CO2）の排出量が多いという問題があり

ます。また、石炭の燃焼では、大気汚染や酸性雨の原因となる硫黄酸化物（SOx）、窒

素酸化物（NOx）ならびにばいじん灰の排出量も多いため、適切な排ガス処理技術や

石炭灰の有効利用が必要となります。 

こういった課題を解決する方法の１つが石炭ガス化複合発電 IGCC(Integrated coal 

Gasification Combined Cycle)です。ＩＧＣＣは、石炭をガス化して得られるガス化燃料と

ガス化炉で得られる蒸気によりガスタービン発電と蒸気タービン発電を同時に行い、高

い発電効率を得るシステムです。 

 

 
 

(出典：クリーンコールパワー研究所HP) 



 

【ＩＧＣＣのメリット】 

■発電効率の向上 

従来の石炭火力の発電効率約４２％に対して商用段階では４８～５０％の

発電効率が見込まれる。 

■環境特性の向上 

上述の発電効率の向上により、発電電力量あたりのSOx、NOx、ばいじん

の排出量（排出原単位）が低減。またCO2の排出原単位は石油火力並。 

■適用炭種の拡大 

従来の微粉炭火力では利用困難な低灰融点炭も利用可能となるため、石

炭火力発電に利用可能な炭種が拡大。 

■灰の有効利用拡大 

石炭灰をガラス状の溶融スラグとして排出するため容積が半減できる他、

土木工事用材料などとしてのリサイクル可能。 

■用水使用量の削減 

生成ガスを直接脱硫するため、多量の用水を使う排煙脱硫装置が不要と

なり、既設微粉炭火力と比べ、用水使用量を大幅削減可能。 

 

【ＩＧＣＣの実証機計画】 

電力九社、電源開発が出資する「クリーンコールパワー研究所」が主体となり、福島

県にある勿来(なこそ)にて実証機が建設中で、２００７年度下期より約３年に亘る運転

試験が予定されています。 

 

【燃料電池を組込んだ石炭ガス化燃料電池複合発電システム（IGFC）】 

現在、IGCCに石炭ガス化燃料を直接利用できる燃料電池を組み合わせた石炭ガ

ス化燃料電池複合発電IGFC(Integrated coal Gasification Fuel Cell combined cycle)も

研究されています。発電効率は５５％が望め、CO2の排出原単位は石油を下回りま

す。 

ただ、燃料電池そのものが、まだ IGFC に使えるような数万キロワット級まで進歩し

ていないので、最終的には燃料電池の大型化が課題です。 
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 リンナイ、業務用大型エコジョーズを新発売  

 

リンナイは理・美容院や飲食店などの小規模店舗から病院・ホテルなどの大型施設まで、

様々なニーズに対応できる「業務用大型給湯システム」に、高効率で省エネのエコジョーズタイ

プ「ＲＵＸＣ－Ｋ5000ＭＷシリーズ」を７月10日から発売した。給湯能力は最大50号で、１台の機

器の中に25号の給湯器を２台入れてローテーション運転を行い、一方が故障しても残りの１台

で運転を継続できる。また、親機・子機を連結することで、最大18台（900号）までの大規模設備

に対応できる。 

小型化された低ＮＯｘ燃焼部と排気ガスの熱を無駄にしない構造で、熱効率を約95％まで高

め、ガス消費量・ＣＯ２排気量を13.7％削減した。通常の給湯単管システムだけでなく即出湯循

環システムにも対応する。ポンプや膨張タンクなど即出湯システムに必要なものを内蔵した即

湯ポンプ一体型、設置場所が狭い場合のためのポンプユニットを別にしたタイプも用意してい

る。 

 

 横浜市小学校にＬＰガス仕様家庭用燃料電池を設置  

 

新日本石油は、横浜市の学校として初めて、横浜市立南台小学校にＬＰガス仕様１kW級家

庭用燃料電池「ENEOS ECO ＬＰ－１」を設置した。横浜市は、温暖化対策の一環として、また

環境教育への活用などのため公共施設への新エネルギー設備の設置を進めており、今回の

設置となった。 

同機は３年間運転され、発電した電気は学校内で使用されるとともに、排熱利用のお湯は給

食室などで使用され、今後の普及に向けた検証を行う。また、今回の設置に際し、同校向けに

製作した燃料電池の仕組みや地球温暖化対策への取組みがわかる環境教育ソフトを提供す

る。 

 

 国内最大級の供給能力を持つ水素ステーションを開設  

 

東邦ガスと太陽日酸、新日本製鉄は、中部国際空港とその周辺地域を走行する燃料電池

バスへの燃料供給を目的として中部国際空港島内に「ＪＨＦＣセントレア水素ステーション」を開

設した。水素ステーションは愛知万博で運用した設備を移設し、運行する燃料電池バスはトヨ

タ自動車と日野自動車が共同開発したもの。同ステーションは、都市ガス改質水素と製鉄副生

水素のハイブリッドシステムで、国内最大級の水素供給能力を持ち、１日で100kg供給でき、10

分以内で満タンにできる。 

 

技術開発トピックス 
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エネルギー業界の動き 
 

 

■活発化する電力、ガス会社によるＬＮＧ調達と輸送事業 

 

アジア市場がシェアを占めてきたＬＮＧ市場では、米国や欧州、さらに経済成長が著しい中国や

インドなどの需要が伸び、世界的にＬＮＧ需要が高まっている。今後太平洋地域では、オーストラリ

アのダーウィン、ゴーゴン、プルードなどの各プロジェクトの操業開始が見込まれている。国内の

電力・ガス会社は、ＬＮＧの安定的かつ経済的な調達を維持するために、各プロジェクトへの参加

や輸送手段の確保など様々な手段を講じている。 

西オーストラリアのダーウィンＬＮＧプロジェクトには、東京電力と東京ガスが参加している。当プ

ロジェクトは、「バユ・ウンダン・ガス油田開発事業」、「パイプライン事業」、「液化プラント事業」の３

事業を行っている。両社は、2005年８月、当プロジェクトでＬＮＧ調達の契約を締結した。契約では、

受け渡し条件はＦＯＢ（積地渡し）とし、両社が自らＬＮＧ船を手配し輸送する。日本の電力・ガス会

社としては初めてガス田の開発・生産から輸送・消費にいたるまで一貫したＬＮＧバリューチェーン

を構築することになる。また、一定の条件のもとＬＮＧの輸送先を両社基地以外にも変更すること

が可能であるという柔軟性を持たせた契約となっている。契約数量は、東京電力が200万トン／年、

東京ガスが100万トン／年で、2006年２月に同プロジェクトから初出荷されたＬＮＧの輸送船が東京

ガスの根岸基地に入港した。 

東京ガスでは、2005年10月にシェブロン・オーストラリア社とオーストラリアのゴーゴンで生産さ

れる同社権益分ＬＮＧの売買について基本合意書に調印した。2005年12月には、同国のプルート

プロジェクトの上流権益の取得およびＬＮＧ売買に関する基本合意書に調印している。ゴーゴンで

は中部電力、大阪ガスが、プルートでは関西電力がＬＮＧ売買の基本合意を締結し、権益取得に

ついても進めている。 

中東のオマーンでは、東京電力と三菱商事が共同でＬＮＧを購入・販売することで合意した。三

菱商事はカルハットＬＮＧ社と長期売買契約を締結し、2006年より15年の間に年間80万トンのＬＮＧ

をＦＯＢで購入し、両社が設立した「セルト社」に販売する。「セルト社」は購入したＬＮＧを三菱商事

(三菱商事が投入権を持つ米国基地向け)と東京電力のいずれかに、両社の需給状況等を見たう

えで販売する。日本・米国の両市場でＬＮＧを販売するとともに、東京電力のＬＮＧ需給変動対応に

も貢献する新しい事業スキームを実現していく。 

カルハットＬＮＧ社については、大阪ガス、伊藤忠商事、三菱商事の３社がオマーン政府から同

社の株式を各３％ずつ取得することで合意している。 

東京電力は、子会社が保有するＬＮＧ船を活用してＬＮＧ船運行事業を行っている。現在運航し

ているのは、2003年10月からマレーシアプロジェクト向け、2006年４月からダーウィンプロジェクト

向けに運行している。第３船はダーウィンプロジェクト向けに、日本郵船子会社と共同で2008年４

月から運行を開始する予定だ。 

2005年８月、東京電力は九州電力と共同で、ＬＮＧ船を保有する会社「パシフィック・ホープ・シッ

ピング社」をバハマ国ナッソー市に設立した。船は主に九州電力が購入を予定しているＬＮＧの輸

送を行う予定で、東京電力は、自社船で確立したＦＯＢによるＬＮＧ調達スキームを用いて、子会社

によるＬＮＧ船の輸送・運航管理を行う。また、2005年11月にサハリンⅡプロジェクト向けのＬＮＧ船

の保有を目的として日本郵船、三菱商事との共同出資で新会社を設立し、低コストで安定したＬＮ

Ｇ調達・輸送事業を行う。 

大阪ガスでは、３隻の自社船を保有し、ＦＯＢ契約を結んだインドネシアやオマーンのプロジェク

トからのＬＮＧを輸送している。東京ガスでも自社２隻に加えて、新たに２隻のＬＮＧ船を建設し、サ

ハリンⅡやダーウィンプロジェクトの輸送に使用している。また、今後は第三者向け輸送等の事業

拡大も検討していく。 
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ニュースヘッドライン 

 

 

 
《ＬＰガス業界関連》 
� 集合住宅の空室実態と収益影響度調査まとむ  (07/04 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

Ｊエナジー、オーナー向け提案書作成し対策強化 

� 宮崎商事（徳島）、新Ｓ型で「みまもりサービス」展開  (07/06 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

オール電化に対抗し地域密着型のＬＰガスをＰＲ 

� 愛・三・岐Ｇラインセミナー、電化阻止にまい進  (07/07 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� Ｇライン石川が発足、公営都市ガス事業も参画  (07/07 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 高効率給補助申請、６月末で潜熱回収型に5,582台  (07/10 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� ５月のバルクローリー出荷台数は６台、累計1,369台に  (07/10 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 電力対応、無償配管、ＴＧとの競合等が問題  (07/11 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

日連17年度経営実態調査、利益率は小売上昇、卸低下 

� 振興センター、「ＬＰＧ産業の合理化調査」を報告  (07/12 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� アストモスと上原成商事が充填業務共同化  (07/13 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 福井県協各支部と市営ガスが「福井Ｇライン協議会」発足  (07/13 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� ＬＰガス協、震災に強いＬＰＧを自治体向けＰＲ強化 (07/17 日刊工業新聞) 

� ＬＰＧ設備の無断撤去で自民党議連に法改正を要望  (07/18 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

日連、電力、都市ガス関係会社の不当行為を重視 

� 東彩ガス、エコウィル標準装備分譲住宅が好評  (07/19 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 分譲住宅好調のカギは「エコウィル・床暖房」  (07/19 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

越谷市の住宅メーカー「オール電化は求心力失う」 

� ＧＴ補助金、申請総額５．６億円で予算額を大幅に上回る  (07/20 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� パロマ製湯沸器ＣＯ中毒問題、33件不正改造確認  (07/26 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

経産省、徹底究明など指示、業界には点検作業の加速を要請 

� ダイヤ燃商と三重日商ガスが８月１日付で合併  (07/27 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� ヤナギ、ＬＰＧ車展示会・試乗会で支持者拡大  (07/28 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

 

《行政関連》 
� 経産省がパロマ工業に７機種の点検を指示  (07/19 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 経済産業省、ガス保安・安全体制見直しと製品安全行政総点検も  (07/20 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 経済産業省、ＬＰガス業界などに瞬間湯沸器の総点検を要請  (07/20 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 自家発電料金の低減を－製造業は「自由化歓迎」  (07/25 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

近畿経産局、エネルギー消費構造調査 

� 経産省、19年度中に65万t体制などＬＰＧ備蓄目標発表  (07/26 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 経産省、25日からエネルギー情報提供努力義務  (07/26 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 総合エネ調第６回総合部会、エネ基本計画改定を審議  (07/28 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

 
《技術開発関連》 
� 愛知県公館、燃料電池に本腰、県と３社、実証試験 (07/05 日本経済新聞) 

� コスモ石油ガスが先進型ＬＰＧ車試乗展示会  (07/18 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 燃料電池バス、中部空港へ運行―トヨタ・日野、２２日から (07/19 日本経済新聞) 

� スズキ「ワゴンＲ」、ＬＰＧでも走行、インド子会社が派生車 (07/20 日経産業新聞) 

� 新日石、家庭用燃料電池、初の灯油仕様機―青森の住宅に設置 (07/25 日経産業新聞) 

� 新日石と東芝燃料電池システム、九大で燃料電池の実証実験を開始 (07/26 日刊工業新聞) 
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めぐり 
 世界の石油会社 

 
 

 ＯＮＧＣ  

 

■企業概要 

インドの国営石油会社であるＯＮＧＣ（Ｏｉｌ ａｎｄ Ｎａｔｕｒａｌ Ｇａｓ社）は、1956年に設立されたイ

ンド国内最大手の石油、天然ガスの探鉱・開発・輸送を行う企業である。海外の探鉱開発事業は

100％子会社のＯＶＬ(ＯＮＧＣ Ｖｉｄｅｓｈ社)が行い、石油精製に関してはＯＮＧＣが72％の株式を

保有するＭＲＰＬ(Ｍａｎｇｌｏｒｅ Ｒｅｆｉｎｅｒｙ ＆ Ｐｅｔｒｏｃｈｉｍｉｃａｌｓ社)が行っている。ＯＮＧＣの株式は、

84％をインド政府が所有し、その他に石油精製・販売を行っている国営企業ＩＯＣ（Indian Oil社）と

ＧＡＩＬ（Gas Authority社）とは戦略的提携のため株式を持ち合っている。 

インドは世界第６位の石油消費国で消費量の70％を輸入に依存している。国内最大の油田は

1974年に発見されたＭｕｍｂａｉ Ｈｉｇｈ油田で、ＯＮＧＣの原油生産量の半分以上を占めている。

最近は頭打ち状態にあるため、古い設備等を５年計画で大幅に改修する予定である。また、老朽

化が進んだアッサム州の油田にも今後４年間で約９億ドルを費やし、年間生産量を今の２倍に引

き上げていく。 

2002年、インド財閥系Ｒｅｌｉａｎｃｅ社がベンガル湾沖合で大型ガス田「Ｄｈｉｒｕｂｈａｉ油田」を発見し

た。2005年６月、その大型油田の近隣で新たなガス田の発見が相次いだ。グシャラード州石油公

社が発見したガス田は、ＬＮＧの推定埋蔵量1,400万トンとインド最大級となる可能性がある。また、

同油田の近隣にあるＯＮＧＣが保有する鉱区でもガス油田が発見されている。ＯＮＧＣは、2005年

３月にもアンドラ・プラデシュ州沖のクリシュナ・ゴダバリ海盆で天然ガスを発見した。その他、

1,500万ドルを投資したRajasthan のChinnewala Tibba やVasai Westなど６ヶ所で油田やガス田を

発見している。 

2005年３月、ＯＮＧＣは南部カルナタカ州に初の給油所を開設した。同社は1,100の給油所のラ

イセンスを持ち、小売り分野へも進出している。2006年には新たに２ヶ所設置する予定である。 

同社の2004年度の売上は約1兆1,210億円で前年度に比べ44％増加、純利益も前年度比50％

増の約3,115億円だった。世界的な原油価格高騰で利益が大幅に伸びたが、小売価格抑制のた

めの補助金の一部を負担しており、2004年度の負担額は約984億円と高額だった。2004年度の

原油生産量は2,648万トン、天然ガス生産量は229億7,000万トンだった。 

 

■最近の投資状況 

近年の目覚しい経済発展に伴い、エネルギー消費が増大していることから、石油依存度が高

いインドでは海外資源権益の確保に力を注いでいる。特に2000年以降、中東、アフリカ、ロシアな

ど世界各地で買収や権益取得に動き、現在は14カ国で18鉱区を保有している。 

2004年には、子会社のＯＶＬ社を通じてスーダンやリビアなどの油田開発権益を相次いで取得

した。また、ロシアのサハリンⅠの権益の20％を17億ドルで買収し、2005年10月に生産を開始、
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生産した天然ガスを液化してインドに輸出することも検討している。 

現在生産しているスーダンやサハリンなどの生産量は目標量に届かず、予定した成果を挙げ

ていないことから、さらに新たな資産買収の入札に参加している。2005年１月にはイランと油田開

発への参画で合意した。インドが2009年から25年間で年750万トンのＬＮＧをイランから購入する

のと引き換えに、ＯＶＬ社がイラン西部のヤダバラン油田、ジュフェイル油田を開発する。ヤダバ

ラン油田の権益は20％、ジュフェイル油田の権益は100％取得し、投資額は合計400億ドルにな

る見通しである。また、2006年５月には、キューバーとの間でも海底油田開発について合意し、ス

ペイン、ノルウェー企業と共同で開発権益を取得した。スペインのレプソルＹＰＦが40％、ＯＮＧＣと

ノルウェー企業が30％ずつ確保している。 

2005年11月に子会社のＯＶＬ社は、ナイジェリアのＡｋｐｏ油田・ガス田の開発権益45％を獲得

したが、インド政府は、同年12月に同鉱区へのＯＶＬ社の入札を認めないことを発表した。落札に

成功した案件を政府が拒否するのは異例のことだが、インド政府が投資収益率が10％超の案件

には支援してきたと公表していることから、今回の否決が経済性を基準としたことや、ナイジェリ

ア固有のカントリーリスクを重視したためとされている。その直後の米エクソンモービルからブラ

ジル・カンポス鉱区の開発権の30％を約15億ドルで買収する案件は承認された。 

ナイジェリアの権益はＯＮＧＣと入札競争をしていた中国海洋石油総公司が買収することにな

った。中国とインドは、経済発展によりエネルギー需要が拡大し、国内だけでは需要を賄いきれ

なくなり、両国とも解決策として海外の権益確保に動いている。過去数年間、両国はエネルギー

権益を巡って競争を繰り返しているが、ここ数年中国企業が落札するケースが増えている。 

2004年10月、ＯＮＧＣはシェル社が撤退したアンゴラの油田権益の50％を６億2,000万ドルで買

収することが内定していた。しかし、中国はアンゴラ政府と協議し、同社の買収を阻止、2005年３

月にはアンゴラ政府が同国国営石油会社に権益を購入させ、中国企業に転売させた。アンゴラ

での入札のほか、ＯＮＧＣはカザフスタンやエクアドルでの権益買収競争で中国企業に次々に負

けている。ＯＮＧＣなどインド国営企業は中国企業に比べて規模が小さく、資金面では勝ち目がな

かった。その後ＯＮＧＣは中国側と共同で買収戦略をとることとし、2005年11月、両国の国営石油

企業は海外資産に対する共同入札に協力するという協定を締結した。同年12月、ＯＮＧＣはカナ

ダ石油大手のペトロカナダが所有していたシリアの油田権益を、買収金額約670億円で中国石油

天然気集団と共同で買収した。 

2005年７月、ＯＮＧＣは鉄鋼で世界最大手のミタル・スチールと合弁で海外で石油ガスの探鉱・

開発を行う子会社を設立した。設立されたのはＯＮＧＣミタル・エナジーとＯＮＧＣミタル・エナジー

サービシズの２社。株式保有率はＯＮＧＣが50％、ミタル・スチールが48％で、両社は計１億ドル

を出資している。海外の開発権益取得を目指すＯＮＧＣにとって、エネルギー分野への進出を目

指すミタル・スタールとの合弁事業は、資金面だけでなく世界各地に拠点を持つ同社からのビジ

ネス面でのサポートなどが期待できるとされている。 

一方、国内では、ムンバイ沖やベンガル湾沖などの油田開発・生産に 2007 年度に約 30 億ド

ルを投資する計画がある。また、国営インド石油（ＩＯＣ）など３社と設立した合弁会社ペトロネット

が、南部ケララ州コーチンで２基めのＬＮＧ基地を 2009 年の完成を目指し建設している。 
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